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　福田総理は先般、「後期高齢者医療制度」の混乱について、陳謝されました。にもかかわらず、高
齢者に負担を強いる制度そのものは強行し続けようとされています。また、総理をはじめ、政府幹
部は、３月３１日で期限切れとなった道路特定財源に係る暫定税率を、衆議院で再可決してまで復
活させようとしておられます。さらに、政府は、いまだに「緩やかな景気回復」を主張しておられます。
しかし、あなた方の認識は、多くの国民とかけ離れたものではないでしょうか。
　このたび、民主党と国民新党は、道路特定財源暫定税率の廃止継続や後期高齢者医療制度の廃止
などを柱とする「緊急経済・生活対策」を発表しました。「緩やかな景気回復は大都市、大企業、外
需中心で、家計や中小企業、地域経済には恩恵はもたらされていない」という両党の現状認識のほ
うがあなたがたのそれよりは実態に近いのではないでしょうか。
　そもそも、後期高齢者医療制度は、いわゆる「郵政選挙」で郵政民営化のみを争点に圧勝した小
泉元総理が決めたものです。昨年の参院選で、自民党が大敗したことを見れば、国民の信任を得た
制度とはいいがたいのです。
　また、小泉純一郎さんの時代に外国為替特別会計の外貨準備高は２．５倍に増え、現在は１兆ド
ルを越えています。これだけの外貨を溜め込むくらいなら、庶民の暮らしのために使ったほうがま
だましではなかったではないでしょうか？この点からも、特別会計の剰余金の活用を迫る野党の「緊
急対策」案のほうが、あなた方の主張よりは「理がある」と考えます。
　よって、以下をお願いします。

１、政府は野党の主張どおり、後期高齢者医療制度を撤回し、ガソリン税増税も断念すること。
２、もし、１の道をとらず、後期高齢者医療も、ガソリン税増税も強行したい場合は、解散総選挙
を行い、国民の信を問うこと。

後期高齢者医療制度の撤回と、ガソリン税再増税の断念を！

一言メッセージ
（例：障害者自立支援法もやめろ！
介護保険法改悪も撤回しろ！など）
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